
 

 

議案第１６号  

 

   秦野市国民健康保険条例等の一部を改正することについて 

 

 秦野市国民健康保険条例等の一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  平成３０年２月２６日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正す

る法律の施行に伴い、次のとおり改正するものであります。 

 (1) 国民健康保険法施行令の一部改正により、被用者保険等保険者から選出

する秦野市国民健康保険運営協議会の委員の定数を定めること。 

 (2) 地方税法の一部改正により、国民健康保険税を国民健康保険事業費納付

金として神奈川県に納付するよう改められたことに伴い、その課税額の規

定を同法の改正内容に合わせて改めること。 

 (3) 高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正により、国民健康保険法の

規定による住所地特例を適用していた者を、本市が後期高齢者医療保険料

を徴収する者として追加すること。 
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秦野市条例第  号  

 

   秦野市国民健康保険条例等の一部を改正する条例 

 

 （秦野市国民健康保険条例の一部改正） 

第１条 秦野市国民健康保険条例（昭和３４年秦野市条例第１０号）の一部を

次のように改正する。 

  第２条各号中「４人」を「４名」に改め、同条に次の１号を加える。 

  (4) 被用者保険等保険者を代表する委員 １名 

 （秦野市国民健康保険税条例の一部改正） 

第２条 秦野市国民健康保険税条例（昭和３０年秦野市条例第２６号）の一部

を次のように改正する。 

  第３条第１項を次のように改める。 

   前条の者に対して課する保険税の課税額は、世帯主及びその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者につき算定した次に掲げる額の合算額とする。 

  (1) 基礎課税額（保険税のうち、国民健康保険に関する特別会計において

負担する国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険法（昭和３３年

法律第１９２号）の規定による国民健康保険事業費納付金（以下「国民

健康保険事業費納付金」という。）の納付に要する費用のうち、神奈川

県の国民健康保険に関する特別会計において負担する高齢者の医療の確

保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「高齢者医療確保法」

という。）の規定による後期高齢者支援金等（以下「後期高齢者支援金

等」という。）及び介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定によ

る納付金（以下「介護納付金」という。）の納付に要する費用に充てる

部分を除く。）に充てるための保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

  (2) 後期高齢者支援金等課税額（保険税のうち、国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用（神奈川県の国民健康保険に関する特別会計にお

いて負担する後期高齢者支援金等の納付に要する費用に充てる部分に限

る。）に充てるための保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

  (3) 介護納付金課税被保険者（国民健康保険の被保険者のうち、介護保険

法第９条第２号に規定する第２号被保険者であるものをいう。以下同

じ。）につき算定した介護納付金課税額（保険税のうち、国民健康保険

事業費納付金の納付に要する費用（神奈川県の国民健康保険に関する特
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別会計において負担する介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に

限る。）に充てるための保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

  第３条第２項本文中「前項」を「前項第１号」に改め、同条第３項本文中

「第１項」を「第１項第２号」に改め、同条第４項本文中「第１項」を「第

１項第３号」に改め、「（国民健康保険の被保険者のうち介護保険法第９条

第２号に規定する被保険者であるものをいう。以下同じ。）」を削る。 

  第１５条第１項中「次条」を「第１６条」に改め、同条第２項中「（昭和

３３年法律第１９２号）」を削る。 

  第２１条第２項中「書類を」を「書類の提示を求められた場合においては、

これを」に改める。 

 （秦野市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 

第３条 秦野市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年秦野市条例第７号）

の一部を次のように改正する。 

  第３条第２号中「高齢者の医療の確保に関する法律（以下「法」という。）

第５５条第１項本文」の次に「（法第５５条の２第２項において準用する場

合を含む。）」を加え、「同項各号」を「法第５５条第１項各号」に改め、

同条第３号中「法第５５条第２項第１号」の次に「（法第５５条の２第２項

において準用する場合を含む。）」を加え、同条第４号中「法第５５条第２

項第２号」の次に「（法第５５条の２第２項において準用する場合を含

む。）」を加え、同条に次の１号を加える。 

  (5) 法第５５条の２第１項の規定の適用を受ける被保険者であって、国民

健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第１１６条の２第１項又は第

２項の規定により本市に住所を有するものとみなされた国民健康保険の

被保険者であったもの 

  第５条中「同条例附則第３項中」の次に「「年１４．５パーセント」とあ

るのは「年１４．６パーセント」と、」を加える。 

  附則第２項を削り、附則第３項を附則第２項とし、附則第４項を附則第３

項とし、附則第５項を附則第４項とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の秦野市国民健康保険税条例の規定は、平成 

３０年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成２９年度分ま

での国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第１６号 秦野市国民健康保険条例等の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

秦野市国民健康保険条例の一部改正 

 （国民健康保険運営協議会の委員の定数）  （国民健康保険運営協議会の委員の定数） 

第２条 秦野市国民健康保険運営協議会（以下「協議会」とい

う。）の委員の定数は、次に定めるところによる。 

第２条 秦野市国民健康保険運営協議会（以下「協議会」とい

う。）の委員の定数は、次に定めるところによる。 

 (1) 被保険者を代表する委員 ４名  (1) 被保険者を代表する委員 ４人 

 (2) 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ４名  (2) 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ４人 

 (3) 公益を代表する委員 ４名  (3) 公益を代表する委員 ４人 

 (4) 被用者保険等保険者を代表する委員 １名  

  

秦野市国民健康保険税条例の一部改正 

 （課税額）  （課税額） 

第３条 前条の者に対して課する保険税の課税額は、世帯主及び

その世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した次に

掲げる額の合算額とする。 

第３条 前条の者に対して課する保険税の課税額は、世帯主及び

その世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した基礎

課税額（保険税のうち、国民健康保険に要する費用（高齢者の

医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「高

齢者医療確保法」という。）の規定による後期高齢者支援金等

（以下「後期高齢者支援金等」という。）及び介護保険法（平

成９年法律第１２３号）の規定による納付金（以下「介護納付

金」という。）の納付に要する費用を除く。）に充てるための
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保険税の課税額をいう。以下同じ。）及び後期高齢者支援金等

課税額（保険税のうち、後期高齢者支援金等の納付に要する費

用に充てるための保険税課税額をいう。以下同じ。）並びにそ

の世帯主及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者のうち

同法第９条第２号に規定する被保険者であるものにつき算定し

た介護納付金課税額（保険税のうち、同法の規定による納付金

の納付に要する費用に充てるための保険税の課税額をいう。以

下同じ。）の合算額とする。 

 (1) 基礎課税額（保険税のうち、国民健康保険に関する特別会

計において負担する国民健康保険事業に要する費用（国民健

康保険法（昭和３３年法律第１９２号）の規定による国民健

康保険事業費納付金（以下「国民健康保険事業費納付金」と

いう。）の納付に要する費用のうち、神奈川県の国民健康保

険に関する特別会計において負担する高齢者の医療の確保に

関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「高齢者医療確

保法」という。）の規定による後期高齢者支援金等（以下

「後期高齢者支援金等」という。）及び介護保険法（平成９

年法律第１２３号）の規定による納付金（以下「介護納付

金」という。）の納付に要する費用に充てる部分を除く。）

に充てるための保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

 

 (2) 後期高齢者支援金等課税額（保険税のうち、国民健康保険

事業費納付金の納付に要する費用（神奈川県の国民健康保険

に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等の納
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付に要する費用に充てる部分に限る。）に充てるための保険

税の課税額をいう。以下同じ。） 

 (3) 介護納付金課税被保険者（国民健康保険の被保険者のう

ち、介護保険法第９条第２号に規定する第２号被保険者であ

るものをいう。以下同じ。）につき算定した介護納付金課税

額（保険税のうち、国民健康保険事業費納付金の納付に要す

る費用（神奈川県の国民健康保険に関する特別会計において

負担する介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に限

る。）に充てるための保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を

除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額

の合算額とする。ただし、その合算額が法第７０３条の４第 

１１項に規定する額を超える場合においては、基礎課税額は、

その額とする。 

２ 前項の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除

く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算

定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の

合算額とする。ただし、その合算額が法第７０３条の４第１１

項に規定する額を超える場合においては、基礎課税額は、その

額とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条

第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険

の被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額及

び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、その合算額が法第

７０３条の４第１９項に規定する額を超える場合においては、

後期高齢者支援金等課税額は、その額とする。 

３ 第１項の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項

の世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保

険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし、その合算額が法第７０３

条の４第１９項に規定する額を超える場合においては、後期高

齢者支援金等課税額は、その額とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険

者である世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯

４ 第１項の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者（国

民健康保険の被保険者のうち介護保険法第９条第２号に規定す
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に属する介護納付金課税被保険者につき算定した所得割額並び

に被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、その合算額が法第７０３条の４第２７項に規定する額を超

える場合においては、介護納付金課税額は、その額とする。 

る被保険者であるものをいう。以下同じ。）である世帯主（前

条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護納付金

課税被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、その合算額が法

第７０３条の４第２７項に規定する額を超える場合において

は、介護納付金課税額は、その額とする。 

 （納税義務の発生、消滅等に伴う賦課）  （納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） 

第１５条 保険税の賦課期日後に納税義務が発生した者又は納税

義務者の世帯に属する被保険者となった者がある場合には、そ

の発生した日の属する月から月割りによって算定した第３条第

１項に規定する額（第１６条の規定による減額が行われた場合

には、同条の保険税の額とする。以下本条において同じ。）を

課する。 

第１５条 保険税の賦課期日後に納税義務が発生した者又は納税

義務者の世帯に属する被保険者となった者がある場合には、そ

の発生した日の属する月から月割りによって算定した第３条第

１項に規定する額（次条の規定による減額が行われた場合に

は、同条の保険税の額とする。以下本条において同じ。）を課

する。 

２ 前項の賦課期日後に納税義務を消滅した者又は納税義務者の

世帯に属する被保険者でなくなった者がある場合には、その消

滅した日（国民健康保険法第６条第１号から第８号までのいず

れかに該当することにより納税義務が消滅した場合において、

その消滅した日が月の初日であるときは、その前日）の属する

月の前月まで月割りによって算定した第３条第１項に規定する

額を課する。 

２ 前項の賦課期日後に納税義務を消滅した者又は納税義務者の

世帯に属する被保険者でなくなった者がある場合には、その消

滅した日（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第６

条第１号から第８号までのいずれかに該当することにより納税

義務が消滅した場合において、その消滅した日が月の初日であ

るときは、その前日）の属する月の前月まで月割りによって算

定した第３条第１項に規定する額を課する。 

３－８ （略） ３－８ （略） 

 （特例対象被保険者等に関する申告）  （特例対象被保険者等に関する申告） 

第２１条 （略） 第２１条 （略） 
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２ 前項の申告書を提出する場合には、その納税義務者は、雇用

保険受給者資格者証（雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省

令第３号）第１７条の２第１項第１号に規定するものをい

う。）その他の特例対象被保険者等であることの事実を証明す

る書類の提示を求められた場合においては、これを提示しなけ

ればならない。 

２ 前項の申告書を提出する場合には、その納税義務者は、雇用

保険受給者資格者証（雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省

令第３号）第１７条の２第１項第１号に規定するものをい

う。）その他の特例対象被保険者等であることの事実を証明す

る書類を提示しなければならない。 

 

  

秦野市後期高齢者医療に関する条例の一部改正 

 （保険料徴収の対象とする被保険者）  （保険料徴収の対象とする被保険者） 

第３条 本市が保険料を徴収する被保険者は、次の各号のいずれ

かに掲げる被保険者とする。 

第３条 本市が保険料を徴収する被保険者は、次の各号のいずれ

かに掲げる被保険者とする。 

 (1) （略）  (1) （略） 

 (2) 高齢者の医療の確保に関する法律（以下「法」という。）

第５５条第１項本文（法第５５条の２第２項において準用す

る場合を含む。）の規定の適用を受ける被保険者であって、

病院等（法第５５条第１項各号に規定する病院等をいう。以

下同じ。）に入院等（同項に規定する入院等をいう。以下同

じ。）をした際本市に住所を有していたもの 

 (2) 高齢者の医療の確保に関する法律（以下「法」という。）

第５５条第１項本文の規定の適用を受ける被保険者であっ

て、病院等（同項各号に規定する病院等をいう。以下同

じ。）に入院等（同項に規定する入院等をいう。以下同

じ。）をした際本市に住所を有していたもの 

 (3) 法第５５条第２項第１号（法第５５条の２第２項において

準用する場合を含む。）の規定の適用を受ける被保険者であ

って、継続して入院等をしている２以上の病院等のうち最初

の病院等に入院等をした際本市に住所を有していたもの 

 (3) 法第５５条第２項第１号の規定の適用を受ける被保険者で

あって、継続して入院等をしている２以上の病院等のうち

最初の病院等に入院等をした際本市に住所を有していたも

の 
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(4) 法第５５条第２項第２号（法第５５条の２第２項において

準用する場合を含む。）の規定の適用を受ける被保険者であ

って、最後に行った同号に規定する特定住所変更に係る同号

に規定する継続入院等の際本市に住所を有していたもの 

 (4) 法第５５条第２項第２号の規定の適用を受ける被保険者で

あって、最後に行った同号に規定する特定住所変更に係る同

号に規定する継続入院等の際本市に住所を有していたもの 

(5) 法第５５条の２第１項の規定の適用を受ける被保険者であ

って、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第 

１１６条の２第１項又は第２項の規定により本市に住所を有

するものとみなされた国民健康保険の被保険者であったもの 

 

 （延滞金利率等の特例）  （延滞金利率等の特例） 

第５条 保険料に延滞金が生じる場合における秦野市債権の管

理等に関する条例（平成１９年秦野市条例第２５号）第７条

の適用に当たっては、同条第１項中「年１４．５パーセン

ト」とあるのは「年１４．６パーセント」と、「年７．２５

パーセント」とあるのは「年７．３パーセント」と読み替

え、同条第２項中「５００円」とあるのは「１，０００円」

と読み替え、同条例附則第３項中「年１４．５パーセント」

とあるのは「年１４．６パーセント」と、「年７.２５パーセ

ント」とあるのは「年７．３パーセント」と読み替える。 

第５条 保険料に延滞金が生じる場合における秦野市債権の管

理等に関する条例（平成１９年秦野市条例第２５号）第７条

の適用に当たっては、同条第１項中「年１４．５パーセン

ト」とあるのは「年１４．６パーセント」と、「年７．２５

パーセント」とあるのは「年７．３パーセント」と読み替

え、同条第２項中「５００円」とあるのは「１，０００円」

と読み替え、同条例附則第３項中「年７.２５パーセント」と

あるのは「年７．３パーセント」と読み替える。 

   附 則    附 則 

１ （略） １ （略） 
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  （平成２０年度において被扶養者であった被保険者に係る保

険料の納期の特例） 

 ２ 平成２０年度において、被扶養者であった被保険者（法第 

９９条第２項に規定する被扶養者であった被保険者をいう。以

下同じ。）に係る法第１０９条の規定により定める保険料の納

期は、第４条第１項に定める第４期から第９期までとする。 

２－４ （略） ３－５ （略） 

  

  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 第２条の規定による改正後の秦野市国民健康保険税条例の規

定は、平成３０年度以後の年度分の国民健康保険税について適

用し、平成２９年度分までの国民健康保険税については、なお

従前の例による。 
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議案第１６号資料 

 

秦野市国民健康保険条例等の一部改正の骨子 

 
１ 経緯 

持続可能な社会保障制度の確立を図るための医療保健制度改革の推進を

目的に『持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部

を改正する法律』が平成２７年５月２９日に公布され、平成３０年４月１日

に施行されます。 
本市においても平成３０年度国保制度改革に係る法改正の趣旨を考慮し、

国民健康保険事業を適切に実施するため秦野市国民健康保険条例、秦野市国

民健康保険税条例及び秦野市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する

ものです。 
２ 改正内容 

(1) 国民健康保険運営協議会の委員の構成員の追加 

制度改革により県の運営協議会では、被用者保険等保険者を代表する委

員の選出を必須とし、各市町村の運営協議会では任意に構成員とすること

ができるよう法改正が行われたため、被用者保険等保険者を代表する委員

を構成員に加える改正を行うものです。 

(2) 国民健康保険税の課税額の内訳の修正 

国民健康保険税の内訳の説明について、国に準じた内容とするよう、課

税額の内容として基礎課税額、後期高齢者支援金及び介護納付金の納付に

係る部分について、国保事業費納付金として納付するよう改正を行うもの

です。 

(3) 後期高齢者医療保険における住所地特例の対象者の修正 

国民健康保険の被保険者であって、国民健康保険法の規定による住所地

特例の適用を受けて従前の住所地の市町村の被保険者とされている者が後

期高齢者医療制度に加入した場合には、その住所地特例の適用を引き継ぎ、

従前の住所地の後期高齢者医療広域連合の被保険者となることとなるため、

新設された規定に基づく被保険者を、本市の保険料徴収対象に追加するた

めの改正を行うものです。 

３ 施行期日 

平成３０年４月１日 
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